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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を有する潜在株式が存在し

 ないため記載しておりません。 

４．第33期第３四半期連結累計期間及び第33期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

 益金額につきましては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

 め記載しておりません。 

  

回次 
第32期 

第３四半期連結
累計期間 

第33期 
第３四半期連結

累計期間 

第32期 
第３四半期連結

会計期間 

第33期 
第３四半期連結 

会計期間 
第32期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

営業収益 （百万円） 242,913 173,230 77,230 51,423 312,241 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（百万円） 10,888 △254,708 1,833 4,149 8,608 

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失 

 (△) 

（百万円） 9,222 △283,816 2,051 △1,498 4,247 

純資産額 （百万円） ― ― 328,738 108,100 393,334 

総資産額 （百万円） ― ― 1,753,682 1,279,681 1,644,744 

１株当たり純資産額 （円） ― ― 1,933.67 437.23 1,626.89 

１株当たり四半期（当

期）純利益金額又は１

株当たり四半期純損失

金額 (△) 

（円） 55.22 △1,191.36 12.28 △6.29 24.77 

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額 

（円） 45.51 ― 10.12 ― ― 

自己資本比率 （％） ― ― 18.4 8.1 23.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 154,487 202,056 ― ― 240,592 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 146 △11,117 ― ― △37 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △289,264 △190,120 ― ― △366,341 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） ― ― 122,669 132,444 131,597 

従業員数 （名） ― ― 4,995 4,246 4,895 
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２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社（以下、当社と合わせて「当社グループ」といいま

す。）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時従業員数（嘱託契約の従業員、パートタイマーを含む。）は、当第３四半期連結会計期間

の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

（２）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数（嘱託契約の従業員、パートタイマーを含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して

おります。 

平成21年12月31日現在

従業員数（人） 4,246 (1,688) 

平成21年12月31日現在

従業員数（人） 2,510 (454) 
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第２【事業の状況】 

１【営業実績】 

（１）営業店舗数及びＡＴＭ台数 

（２）営業収益の内訳 

（注）１．「その他の営業収益」の「その他」は、カード会費収入等であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
前第３四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日） 
当第３四半期連結会計期間末

（平成21年12月31日） 

店舗数（店） 1,052 680 

営業店舗（有人） 181 33 

営業店舗（無人） 871 647 

自動契約受付機（台） 975 679 

ＡＴＭ台数（台） 153,282 159,092 

当社グループ分 1,058 721 

提携分 152,224 158,371 

項目 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

営業貸付金利息 

無担保ローン 54,003 69.9 31,233 60.7 

有担保ローン 6,409 8.3 5,049 9.8 

事業者ローン 4,582 6.0 3,174 6.2 

小計 64,995 84.2 39,458 76.7 

総合あっせん収益 4,407 5.7 4,619 9.0 

個品あっせん収益 894 1.1 404 0.8 

信用保証収益 2,005 2.6 1,734 3.4 

その他の金融収益 61 0.1 28 0.0 

その他の営業収益 

買取債権回収高 1,404 1.8 1,002 2.0 

償却債権回収額 1,822 2.4 2,636 5.1 

その他 1,639 2.1 1,540 3.0 

小計 4,866 6.3 5,179 10.1 

合計 77,230 100.0 51,423 100.0 
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２【事業等のリスク】 

 前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において発生している、事業等のリスクは次のとおりであります。なお、文中の

将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

 当社グループは、金融機関からの借入れ、社債発行、営業貸付金債権の流動化等の多様な手法により、短期・長期

の資金調達を行ってまいりましたが、（ⅰ）平成18年の最高裁判決を契機として増大した利息返還請求による資金負

担増、（ⅱ）同年４月14日付で当社に対してなされた金融庁による行政処分の影響、（ⅲ）平成20年度以降のサブプ

ライムローン問題やいわゆるリーマンショック等を契機とした近年の急激な資金調達市場の悪化等を要因として、当

社の資金調達力に弱体化がみられるようになりました。加えて、改正貸金業法が平成22年６月18日までに完全施行さ

れ、いわゆる総量規制が開始されるに至りますと、消費者金融事業の市場規模が縮小し、当社グループの経営環境は

一層厳しさを増すことが予想されます。 

 これらの状況により、当社グループがその事業を継続するだけの新たな資金調達が困難な状況に至るおそれがあ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当該状況を解消すべく、当社並びに関係会社である株式会社ライフ、株式会社マルトー及び株式会社シティズは

「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 （３）事業上及び財務上の対処すべき課題、同

（６）重要な事象等について」に記載のとおり、当該状況を解消する為の具体的な対応策の実施により、継続企業の

前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。 

  

３【経営上の重要な契約等】 

 当社並びに関係会社である株式会社ライフ、株式会社マルトー及び株式会社シティズは、平成21年12月24日に開催

した、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（以下「事業再生ＡＤＲ

手続」といいます。）の第３回債権者会議におきまして、全対象債権者の皆様に金融支援を含む事業再生計画案にご

同意頂き、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。 

なお、金融支援の内容につきましては、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 （６）重

要事象等について」に記載のとおりです。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に景気の回復の兆しが見られるとの観測があるものの、急

激な為替変動やデフレが企業収益を圧迫しているほか、雇用・所得環境も依然として厳しく、引続き先行き不透明な

状況が続いております。 

 消費者金融業界につきましては、高止まりの状況が続いている利息返還請求により、各社の経営が圧迫され、多く

の企業が市場からの撤退を余儀なくされているほか、平成22年６月を期限とする「出資法の上限金利の引き下げ」や

「総量規制の導入」を含む貸金業法の完全施行を控え、各社の与信厳格化の動きが加速しており、市場規模の縮小が

進む等、経営環境はより一層厳しさを増しております。 

 このような環境のもと、当社グループは、最大の経営課題である利息返還請求への対応のため、対応部署の増員

等、組織体制を強化するとともに、法的回収の強化等、回収体制の整備による債権保全に努めております。 

 当第３四半期連結会計期間における事業別の状況は以下のとおりであります。 

イ 無担保ローン事業 

 無担保ローンにつきましては、当社及び株式会社ライフにおいて、貸金業法の完全施行に備え、優良顧客への低金

利移行や与信厳格化の実施等、引き続き計画的な対応を行っております。なお、当第３四半期連結会計期間における

当社の無担保ローン新規契約件数は１万１千件（前年同期比33.4％減）、成約率は21.0％（前年同期比1.4ポイント

低下）となりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における無担保ローンの営業貸付金残高は、高位で推移する利息返還に

伴う債権放棄の影響もあり714,019百万円（前期末比29.7％減、前年同期末比36.1％減）となりました（債権の流動

化によりオフバランスとなった営業貸付金25,612百万円が含まれております）。 

ロ 有担保ローン事業、事業者ローン事業 

 有担保ローンにつきましては、「総量規制の導入」に対応するため、当社で取り扱ってまいりました個人向け不動

産担保ローンの販売を、平成21年４月から一時休止しております。その結果、当第３四半期連結会計期間末における

有担保ローンの営業貸付金残高は164,710百万円（前期末比20.4％減、前年同期末比24.2％減）となりました。 

 事業者ローンにつきましては、ビジネクスト株式会社において、現在の中小企業の景況感悪化を受け、慎重な与信

を継続しております。その結果、当第３四半期連結会計期間末における事業者ローンの営業貸付金残高は90,624百万

円（前期末比18.8％減、前年同期末比24.9％減）となりました。 

 これらの結果、当第３四半期連結会計期間末における営業貸付金残高は969,354百万円（前期末比27.3％減、前年

同期末比33.4％減）となりました（債権の流動化によりオフバランスとなった営業貸付金25,612百万円が含まれてお

ります）。 

ハ 総合あっせん事業 

 総合あっせん事業につきましては、株式会社ライフにおいて、お客様の多様なニーズにお応えするため、オンライ

ンショッピングモール「Ｌ－Ｍａｌｌ（エルモール）」の新設等、更なるお客様の利便性向上に努めてまいりまし

た。 

 当第３四半期連結会計期間の取扱高につきましては、政府主導による高速道路料金のＥＴＣ割引拡充や温暖化対策
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型商品へのエコポイント進呈等に伴う特需のほか、公共料金・電子マネー等のカード決済が好調に推移した結果、

624,120百万円（前年同期比6.5％増）となりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における総合あっせん事業に係る割賦売掛金残高は145,264百万円（前

期末比6.2％増、前年同期末比0.7％減）となりました（債権の流動化によりオフバランスとなった割賦売掛金9,045

百万円が含まれております）。 

ニ 信用保証事業 

 信用保証事業につきましては、当社及び株式会社ライフにおいて、引き続き保証提携先拡大に向けた営業を並び

に、既存提携先へ新商品の提案・販売促進支援などを行っております。 

 その結果、当第３四半期連結会計期間末における個人向け無担保ローン保証先は183社、保証残高においては、競

争激化の影響もあり、85,811百万円（前期末比9.7％減、前年同期末比13.2％減）となりました。また、事業者向け

無担保ローン保証先は104社、保証残高は19,959百万円（前期末比13.8％減、前年同期末比16.5％減）となりまし

た。 

ホ 債権管理回収事業 

 アストライ債権回収株式会社における債権管理回収事業につきましては、経済環境の悪化により回収の長期化懸念

など、厳しい事業環境が続いております。その結果、当第３四半期連結会計期間末における買取債権残高は8,937百

万円（前期末比18.3％減、前年同期末比25.1％減）となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における当社グループの営業収益は51,423百万円（前年同期比33.4％減）となりまし

た。その主な内訳といたしましては、営業貸付金利息が39,458百万円（前年同期比39.3％減）、総合あっせん収益が

4,619百万円（前年同期比4.8％増）、信用保証収益が1,734百万円（前年同期比13.5％減）、買取債権回収高が1,002

百万円（前年同期比28.6％減）、償却債権回収額が2,636百万円（前年同期比44.7％増）となっております。 

 営業費用は、47,867百万円（前年同期比36.7％減）となりました。その主な内訳といたしましては、利息返還損失

引当金繰入額が6,047百万円（前年同期比41.4％増）、貸倒引当金繰入額が17,126百万円（前年同期比52.4％減）と

なっております。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの営業利益は3,556百万円、経常利益は4,149百万円

となり、四半期純損失は事業構造改善費用など4,384百万円を特別損失として計上したことにより1,498百万円となり

ました。 

 また、当社個別での営業利益は8,023百万円、経常利益は9,141百万円、四半期純利益は7,234百万円となっており

ます。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第２四半期連結会計期間末から

2,407百万円減少し、132,444百万円（前年同期末比7.9％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は65,451百万円（前年同期比5.1％減）となりました。これは主に、営業貸付金の減

少、貸倒引当金及び利息返還損失引当金の増加による資金の増加が、税金等調整前四半期純損失の計上による資金の

減少を上回ったことによるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は13,484百万円（前年同期は574百万円の回収）となりました。これは主に、敷金及

び保証金の預入れによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は54,413百万円（前年同期比47.6％減）となりました。これは主に、借入金の返済に

よるものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 事業再生ＡＤＲ手続において承認された、以下の事業構造改善の基本方針を含む事業再生計画の確実な履行が最重

要課題と認識しております。 

（事業構造改善の基本方針） 

 現状の資金調達能力に見合った水準まで資産規模の圧縮を進めるとともに、グループの事業分野を、消費者金融事

業については当社に、信販事業についてはライフに経営資源を集約する方針です。これにより、消費者金融事業につ

いては、アイフルブランドの知名度を活かしつつ強化を図る一方、信販事業についてはライフブランドを全面に出し

た事業展開を図る予定です。  

 また、これら資産規模圧縮・事業分野の集約に対応したコスト構造を実現する為に、徹底した経費削減等によって

財務体質並びに収益性の改善に取り組んでまいります。 

（４）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（短期有利子負債） 

 当社グループの短期有利子負債は、当第３四半期連結会計期間末において75,870百万円であります。これらはす

べて金融機関等からの借入であり、その平均利率は2.58％であります。 

（長期有利子負債） 

 当社グループの長期有利子負債（１年内に返済又は償還が予定されている長期借入金及び社債を含みます）は、

当第３四半期連結会計期間末において653,038百万円であります。長期有利子負債のうち、金融機関等からの借入は

341,379百万円であり、その平均利率は2.13％であります。また社債の発行による資金調達は311,659百万円であ

り、その平均利率は1.79％であります。 

（６）重要事象等について 

 当社グループには、「２ 事業等のリスク」に記載のとおり、重要事象等が存在しております。 

 そこで、今後の事業再生と事業継続に向けて強固な収益体質の確立及び財務体質の抜本的な改善を図るため、事業

再生ＡＤＲ手続を申請し、平成21年12月24日、全対象債権者の皆様に以下に記載する金融支援を含む事業再生計画案

にご同意頂き、事業再生ＡＤＲ手続が成立しました。 

 （金融支援の内容） 

 ①対象債権の内容（平成21年12月24日現在） 

  対象債権者：65金融機関  
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  債権の種類：借入金 

  対象債権の額：総額 2,791億円（連結ベース） 

 ②リスケジュールの内容  

 対象債権全額について、平成22年９月29日までの残高維持及び平成22年９月30日に100億円、同23年６月10日、同

24年６月10日、同25年６月10日、同26年６月10日に各165億円ずつを弁済原資としてお支払いを行うことを主たる内

容として、対象債権の元本返済期限を繰り延べ、弁済スケジュールを変更させていただきました。 

 なお、計画期間後の残存債務については、平成26年７月10日までにリファイナンスを受けるか、または同日以後の

弁済方法につき対象債権者の皆様に提案の上、合意を取得する予定といたしております。 

 ③担保設定 

 本事業再生ＡＤＲ手続開始以前に設定した担保に加え、当社が保有する営業貸付金について、全対象債権者共通の

担保として譲渡担保を設定することとしております。 

  ④その他 

 借入金債務の免除や、株式化（デット・エクイティ・スワップ）等は含まれておりません。 
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第３【設備の状況】 

（１）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 568,140,000 

計 568,140,000 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 238,685,568 238,685,568 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数50株

計 238,685,568 238,685,568 ─ ─ 
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（２）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第28回定時株主総会（平成17年６月24日）におけるストックオプション 

（注）１．新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」といいます。）に付与株式数（新株予約権１個の目的たる株式の数）を

乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引の成立しない日を除く。）の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」といいます。）の平均値（１円未満の端数は切り上

げる。）に1.03を乗じた金額とする。ただし、当該金額が権利付与日の終値（同日に終値がない場合は、その

直近の日の終値とする。）を下回る場合は権利付与日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合は、次の（１）の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使及び

旧商法に基づき付与された株式の譲渡請求権の行使の場合を除く。）は、次の（２）の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

２．（１）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」といいます。）は、権利行使時において

も、当社又は当社子会社の取締役若しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由のある場合において、当社取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認

める場合はこの限りではない。 

（２）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 

（３）その他の条件は第28回定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個） 5,268 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 263,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,420（注）１ 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    8,420 

資本組入額   4,210 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─ 

（１）調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

     
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

（２）調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

   当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーから、平成21年10月21日付の大量保有報告書に係る

変更報告書の写しの送付があり、平成21年10月15日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

  なお、大量保有報告に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総 
数増減数 

（株） 

発行済株式総 
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増 
減額 
（百万円） 

資本準備金残 
高（百万円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
― 238,685,568 ― 143,324 ― 150,232 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

ブランデス・ 

インベストメント・ 

パートナーズ・エル・ピー 

アメリカ合衆国、カリフォルニア州 

92191、サンディエゴ、エル・カミノ・ 

レアール11988, 500号室 

11,192 4.69 
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（６）【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式350株が含まれております。ま

た、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    456,800 ─ ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式 238,191,600 4,763,832 ─ 

単元未満株式 普通株式     37,168 ─ ─ 

発行済株式総数 238,685,568 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 4,763,832 ─ 

平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 

（株） 

他人名義所
有株式数 

（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

アイフル株式会社 

京都市下京区烏丸通 

五条上る高砂町381－１ 
456,800 ─ 456,800 0.19 

計 ─ 456,800 ─ 456,800 0.19 

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 292 326 389 391 339 283 161 172 148 

最低（円） 143 192 287 263 268 94 105 92 92 

- 13 -



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

常務執行役員 

財務部・保証事

業部担当 

業務部管掌 

取締役 

常務執行役員 

財務部・広報

部・保証事業

部・ＩＲ室担当 

業務部管掌 

酒井 恒雄 平成22年１月１日 

取締役 

常務執行役員 

経営企画本部長 

法人管理部管掌 

取締役 

常務執行役員 

経営企画本部長

兼経営企画部長 

法人管理部管掌 

涌田 暢之 平成22年１月１日 

取締役 

執行役員 

人事部担当 

情報システム本

部管掌 

取締役 

執行役員 

人事本部長・審

査部担当 

情報システム本

部管掌 

宗竹 政美 平成22年１月１日 

取締役 

執行役員 

経理部担当 

法務部・総務部

管掌 

取締役 

執行役員 

経理部・総務部

担当 

法務部・コンプ

ライアンス統括

部管掌 

堀田 保夫 平成22年１月１日 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（平

成11年総理府・大蔵省令第32号。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 132,967 132,825

営業貸付金 ※3, ※6, ※7  943,742 ※3, ※6, ※7  1,290,353

割賦売掛金 ※4, ※6  153,346 ※4, ※6  142,017

営業投資有価証券 914 899

支払承諾見返 105,771 118,206

その他営業債権 13,305 13,363

買取債権 8,937 10,936

その他 ※2, ※8  66,842 ※2, ※8  51,687

投資損失引当金 △183 －

貸倒引当金 ※9  △238,033 ※9  △209,317

流動資産合計 1,187,611 1,550,973

固定資産   

有形固定資産 ※10  30,991 ※10  38,646

無形固定資産 16,914 19,762

投資その他の資産 ※11, ※12  44,005 ※12  35,143

固定資産合計 91,911 93,551

繰延資産 158 219

資産合計 1,279,681 1,644,744

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 27,367 25,361

支払承諾 105,771 118,206

短期借入金 75,870 102,140

コマーシャル・ペーパー － 10,000

1年内償還予定の社債 159,059 94,849

1年内返済予定の長期借入金 60,766 230,034

未払法人税等 956 916

引当金 4,514 3,392

その他 ※5  46,427 ※5  54,747

流動負債合計 480,734 639,648

固定負債   

社債 152,600 258,210

長期借入金 280,612 222,558

利息返還損失引当金 253,529 124,164

負ののれん 925 1,088

その他 3,179 5,740

固定負債合計 690,846 611,761

負債合計 1,171,580 1,251,409
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 143,324 143,324

資本剰余金 ※1  164,133 ※1  164,133

利益剰余金 △198,951 86,056

自己株式 △3,110 △3,110

株主資本合計 105,396 390,404

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,234 △732

繰延ヘッジ損益 － △2,098

評価・換算差額等合計 △1,234 △2,831

少数株主持分 3,939 5,761

純資産合計 108,100 393,334

負債純資産合計 1,279,681 1,644,744
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業収益   

営業貸付金利息 206,371 136,405

総合あっせん収益 12,519 13,631

個品あっせん収益 3,113 1,520

信用保証収益 6,093 5,399

その他の金融収益 430 104

その他の営業収益 14,386 16,169

営業収益合計 242,913 173,230

営業費用   

金融費用 20,827 14,777

売上原価 2,822 2,128

その他の営業費用 ※1  209,677 ※1  411,878

営業費用合計 233,327 428,784

営業利益又は営業損失（△） 9,585 △255,554

営業外収益   

受取配当金 684 －

為替差益 － 376

法人税等還付加算金 452 －

その他 319 684

営業外収益合計 1,457 1,060

営業外費用   

投資事業組合運用損 96 －

投資損失引当金繰入額 － 116

その他 57 98

営業外費用合計 154 214

経常利益又は経常損失（△） 10,888 △254,708

特別利益   

投資有価証券売却益 966 1,114

賞与引当金戻入額 － 579

その他 151 311

特別利益合計 1,118 2,005

特別損失   

固定資産除却損 762 －

事業構造改善費用 － ※3  7,071

事業譲渡損 － 6,141

その他 1,753 ※2, ※4  11,637

特別損失合計 2,515 24,850

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

9,491 △277,553

法人税、住民税及び事業税 1,242 782

法人税等還付税額 △7,122 －

法人税等調整額 5,972 7,310

法人税等合計 93 8,092

少数株主利益又は少数株主損失（△） 175 △1,828

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,222 △283,816
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業収益   

営業貸付金利息 64,995 39,458

総合あっせん収益 4,407 4,619

個品あっせん収益 894 404

信用保証収益 2,005 1,734

その他の金融収益 61 28

その他の営業収益 4,866 5,179

営業収益合計 77,230 51,423

営業費用   

金融費用 6,820 4,077

売上原価 901 673

その他の営業費用 ※1  67,885 ※1  43,116

営業費用合計 75,607 47,867

営業利益 1,623 3,556

営業外収益   

保険配当金 102 －

為替差益 － 369

法人税等還付加算金 75 －

その他 101 235

営業外収益合計 279 605

営業外費用   

為替差損 49 －

その他 19 12

営業外費用合計 69 12

経常利益 1,833 4,149

特別利益   

投資有価証券売却益 966 －

事業構造改善引当金戻入額 97 －

デリバティブ清算益 － 100

清算配当金 － 32

その他 42 20

特別利益合計 1,106 153

特別損失   

投資有価証券評価損 259 －

事業構造改善引当金繰入額 － ※2  2,615

ヘッジ会計終了損 － 1,596

その他 450 172

特別損失合計 710 4,384

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,229 △81

法人税、住民税及び事業税 692 416

法人税等還付税額 △2 －

法人税等調整額 △530 2,210

法人税等合計 159 2,627

少数株主利益又は少数株主損失（△） 19 △1,210

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,051 △1,498
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

9,491 △277,553

減価償却費 8,353 6,888

減損損失 － 4,662

のれん償却額 641 △163

貸倒引当金の増減額（△は減少） △60,456 38,099

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △11,811 136,798

投資損失引当金の増減額（△は減少） － 1,552

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 3,528

固定資産除却損 762 564

受取利息及び受取配当金 △703 △234

投資有価証券売却損益（△は益） △960 △1,114

事業譲渡損益（△は益） － 6,141

営業貸付金の増減額（△は増加） 192,505 315,334

割賦売掛金の増減額（△は増加） △16,449 △11,328

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 137 －

その他営業債権の増減額（△は増加） 682 2,057

破産更生債権等の増減額（△は増加） 4,225 1,541

その他の流動資産の増減額（△は増加） 6,170 △19,361

その他の流動負債の増減額（△は減少） 16,190 △5,387

その他 △23 △180

小計 148,754 201,846

利息及び配当金の受取額 703 234

法人税等の還付額 7,091 568

法人税等の支払額 △2,063 △592

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,487 202,056

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,150 －

定期預金の払戻による収入 3,010 705

有形固定資産の取得による支出 △753 △550

無形固定資産の取得による支出 △3,233 △2,164

投資有価証券の取得による支出 △1,035 －

投資有価証券の売却による収入 2,273 1,251

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ ※1  △432

関係会社長期貸付金の譲渡による収入 － 5,000

長期貸付けによる支出 △205 －

敷金及び保証金の増減額（△は増加） － △15,242

その他 1,239 316

投資活動によるキャッシュ・フロー 146 △11,117
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 378,490 202,110

短期借入金の返済による支出 △434,410 △227,489

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △2,000 △10,000

長期借入れによる収入 59,635 12,700

長期借入金の返済による支出 △248,601 △124,803

社債の償還による支出 △37,358 △41,400

自己株式の処分による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △5,010 △1,191

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △289,264 △190,120

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,640 847

現金及び現金同等物の期首残高 257,310 131,597

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※2  122,669 ※2  132,444
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更 

 当社の連結子会社であった株式会社ワイド・トライト株式会社・株

式会社ティーシーエム・株式会社パスキーは平成21年９月30日付で当

社が保有する全株式を売却したことに伴い、当第２四半期連結会計期

間より連結の範囲から除外しております。 

 なお、株式の売却日（平成21年９月30日）までの損益計算書は連結

しております。 

（２）変更後の連結子会社の数 

 ７社 
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【表示方法の変更】 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「受取配当金」（当第３四半期連結累計期間は

132百万円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示する

こととしました。 

２．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「法人税等還付加算金」（当第３四半期連結累

計期間は0百万円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表

示することとしました。 

３．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「投資事業組合運用損」（当第３四半期連結累

計期間は32百万円）は、営業外費用の総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示することとしました。 

４．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当第３四半期連結累計期

間は564百万円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示する

こととしました。 

５．前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「事業構造改善費

用」は、特別損失の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしまし

た。なお、前第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「事業構造改善費用」は456百万円で

あります。 

６．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「法人税等還付税額」（当第３四半期連結累計

期間は△1百万円）は金額的重要性が乏しいため、「法人税、住民税及び事業税」に含めております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「減損損失」は金額的重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含ま

れる「減損損失」は113百万円であります。 

２．前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の流動負債の増減

額」に含めて表示しておりました「事業構造改善引当金の増減額」は金額的重要性が増加したため、当第３四

半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「その他の流動負債の増減額」に含まれる「事業構造改善引当金の増減額」は324百万円

であります。 

３．「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「営業投資有価証券の増減額」（当第３四半期連結累計期間は20

百万円）は金額的重要性が乏しいため、当第３四半期連結累計期間では「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めております。 

４．「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価証券の取得による支出」（当第３四半期連結累計期間

は△28百万円）は金額的重要性が乏しいため、当第３四半期連結累計期間では「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に含めております。 

５．前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「敷金及び保証金の増減額」は金額的重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区

分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含まれる「敷金及び保証金の増減額」は△818百万円であります。 
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【追加情報】 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

１．前第３四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「その他営業債

権」は資産総額の100分の1を超えたため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第３四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「その他営業債権」は13,763百万円であり

ます。 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第３四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「保険配当金」（当第３四半期連結会計期間は

99百万円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示するこ

ととしました。 

２．前第３四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「投資有価証券評価損」（当第３四半期連結会

計期間は24百万円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示す

ることとしました。 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（投資損失引当金） 

 市場性のない有価証券等に対する損失に備える必要性が生じたため、当該会社等の財政状態及び回収可能性を勘

案し、必要額を計上しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 資本剰余金には、簡易株式交換方式による資本準

備金増加額18,693百万円（資本連結手続上、認識さ

れた子会社株式評価差額金13,900百万円を含む）が

含まれております。 

※１          同左 

※２ 担保資産 

 担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められるものは、次のとおり

であります。 

※２ 担保資産 

  

 現金（流動資産「その他」）28,742百万円につきま

しては、金利スワップ及び通貨スワップ取引の担保と

して差し入れております。 

 現金（流動資産「その他」）418百万円につきまし

ては、金利スワップ取引の担保として差し入れており

ます。 

 また、平成21年12月24日に承認を頂きました事業再

生計画に基づき、全対象債権者に対し、当社の営業貸

付金残高のうち正常債権残高の６割相当額等を担保に

供する事を予定しております。 

  

※３ 個人向け無担保貸付金残高688,407百万円を含んで

おります。 

※３ 個人向け無担保貸付金残高971,804百万円を含んで

おります。 

※４ 割賦売掛金 ※４ 割賦売掛金 

総合あっせん 136,219百万円

個品あっせん 17,127 

計 153,346 

総合あっせん    113,614百万円

個品あっせん 28,402 

計 142,017 

※５ 割賦利益繰延 ※５ 割賦利益繰延 

  
前期末 
残高 

（百万円） 

当四半期 
受入高 

（百万円） 

当四半期 
実現高 

（百万円） 

当四半期末 
残高 

（百万円） 

総合 
あっせん 

681 13,754 13,460 
975 

(209)

個品 
あっせん 

1,772 226 1,328 
670 
(60)

信用保証 105 2,148 2,168 
85 
(－)

融資 0 32,705 32,705 
0 

(－)

計 2,558 48,834 49,662 
1,730 
(269)

  
前期末残高 
（百万円） 

当期受入高 
（百万円） 

当期実現高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

総合 
あっせん 

763 16,621 16,703 
681 
(140)

個品 
あっせん 

3,300 1,872 3,400 
1,772 
(188)

信用保証 137 3,290 3,322 
105 
(－)

融資 0 66,043 66,044 
0 

(－)

計 4,203 87,827 89,471 
2,558 
(328)

（注）（ ）内金額は、加盟店手数料で内書きとなって

おります。 

（注）（ ）内金額は、加盟店手数料で内書きとなって

おります。 

※６ 債権の流動化 

 債権の流動化に伴いオフバランスとなった営業貸

付金及び割賦売掛金の当第３四半期連結会計期間末

の金額は36,816百万円であり、その内訳は次のとお

りであります。 

※６ 債権の流動化 

 債権の流動化に伴いオフバランスとなった営業貸

付金及び割賦売掛金の当連結会計年度末の金額は

72,379百万円であり、その内訳は次のとおりであり

ます。 

営業貸付金  25,612百万円

割賦売掛金 11,204 

計 36,816 

営業貸付金     43,842百万円

割賦売掛金 28,536 

計 72,379 
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当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※７ 営業貸付金に係る貸出コミットメント 

 営業貸付金のうち、892,539百万円は、リボルビン

グ契約によるものであります。同契約は、顧客から

の申し出を超えない範囲で一定の利用限度枠を決め

ておき、利用限度額の範囲で反復して追加借入がで

きる契約であります。 

 同契約に係る融資未実行残高は、770,325百万円

（有担保リボルビング契約及び事業者向けリボルビ

ング契約の合計8,580百万円を含む）であります。 

 なお、同契約には、顧客の信用状況の変化、その

他当社グループが必要と認めた事由があるときは、

契約後も随時契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

※７ 営業貸付金に係る貸出コミットメント 

 営業貸付金のうち、1,235,686百万円は、リボルビ

ング契約によるものであります。同契約は、顧客か

らの申し出を超えない範囲で一定の利用限度枠を決

めておき、利用限度額の範囲で反復して追加借入が

できる契約であります。 

 同契約に係る融資未実行残高は、2,781,802百万円

（有担保リボルビング契約及び事業者向けリボルビ

ング契約の合計11,701百万円を含む）であります。 

 なお、同契約には、顧客の信用状況の変化、その

他当社グループが必要と認めた事由があるときは、

契約後も随時契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

※８ 商品    105百万円

その他 66,736百万円

※８ 商品    203百万円

その他     51,484百万円

※９ 営業貸付金に優先的に充当すると見込まれる利息

返還見積額88,898百万円が含まれております。 

※９ 営業貸付金に優先的に充当すると見込まれる利息

返還見積額88,490百万円が含まれております。 

※10 有形固定資産の減価償却累計額 ※10 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,505百万円       37,623百万円

※11 資産の金額から直接控除している投資損失引当金

の額 

 11         ────── 

投資その他の資産 1,369百万円  

※12 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※12 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

投資その他の資産 26,378百万円 投資その他の資産     28,502百万円
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（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ その他の営業費用のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

支払手数料 15,275百万円

貸倒引当金繰入額 73,510 

利息返還損失引当金繰入額 47,187 

従業員給料及び賞与 23,304 

賞与引当金繰入額 1,651 

のれん償却額 641 

※１ その他の営業費用のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

支払手数料 12,625百万円

貸倒引当金繰入額 145,732 

利息返還損失引当金繰入額 198,046 

従業員給料及び賞与 17,690 

賞与引当金繰入額 704 

投資損失引当金繰入額 1,436 

 ２        ────── 

  

※２ 減損損失 

 当社グループは、当第２四半期連結会計期間にお

いて、次のとおり減損損失を計上しております。 

  (1) 減損損失を認識した資産 

 
用途 種類 減損損失 

賃貸用不動産 
建物及び構築
物、土地等 

448百万円

廃止予定 
営業店舗 

建物及び構築
物、器具及び
備品等 

816 

絵画等 器具及び備品 3,397 

  (2) 資産のグルーピングの方法 

 当社グループは、金融事業及びベンチャーキャピ

タル事業につきましては各事業会社を、不動産賃貸

事業につきましては各賃貸用不動産を、絵画等につ

きましては当第２四半期連結会計期間より売却方針

としたため各資産を、グルーピングの最小単位とし

ております。また、事業の再構築に係る資産につき

ましては、各社ごとにおける廃止予定の営業店舗全

体を一つの単位として、グルーピングを行なってお

ります。 

  (3) 減損損失の認識に至った経緯 

 売却方針とした賃貸用不動産の一部につきまして

は鑑定評価額が、売却方針とした絵画等の一部につ

きましては第三者から入手した評価額等が、各々帳

簿価額を下回っているため、また、廃止予定の営業

店舗につきましては、事業再生計画案に伴い、それ

ぞれ減損損失を認識しております。 

  (4) 減損損失の金額 

  建物及び構築物 807百万円

機械及び装置 3 

器具及び備品 3,599 

土地 214 

その他 37 

計 4,662 
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前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

  (5) 回収可能価額の算定方法 

 売却方針とした賃貸用不動産につきましては鑑定評

価額、売却方針とした絵画等につきましては第三者か

ら入手した評価額等により測定しております。また、

廃止予定の営業店舗につきましては、廃止時点までの

減価償却費相当額を使用価値として、回収可能価額を

測定しております。 

 ３        ────── ※３ 事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 

店舗整理損等 832百万円

特別退職金等 5,416 

その他 822 

計 7,071 

 ４        ────── ※４ 特別損失のその他に含まれております事業構造改善

引当金繰入額の内訳は次のとおりであります。 

店舗整理損等 684百万円

特別退職金等 3,188 

計 3,872 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ その他の営業費用のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

支払手数料 4,796百万円

貸倒引当金繰入額 35,988 

利息返還損失引当金繰入額 4,275 

従業員給料及び賞与 6,472 

賞与引当金繰入額 1,211 

のれん償却額 213 

※１ その他の営業費用のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

支払手数料 3,758百万円

貸倒引当金繰入額 17,126 

利息返還損失引当金繰入額 6,047 

従業員給料及び賞与 5,061 

賞与引当金繰入額 638 

投資損失引当金繰入額 17 

 ２        ────── ※２ 事業構造改善引当金繰入額の主な内訳は、株式会

社ライフにおける特別退職金等であります。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 １        ────── ※１ 当第３四半期連結累計期間に株式の売却により連結

子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の売却により株式会社ワイド・トライト株式会

社・株式会社ティーシーエム・株式会社パスキーが連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに当該会社株式の売却価額と売却による

収入との関係は次のとおりであります。 

  ① 株式会社ワイド 

  流動資産 11,250百万円

固定資産 507 

流動負債 295 

固定負債 22,696 

株式売却益 △11,233 

株式会社ワイド 

株式の売却価額 
0 

株式会社ワイドの 

現金及び現金同等物 
△265 

 差引：売却による支出 △265 

  ② トライト株式会社 

  流動資産 9,376百万円

固定資産 438 

流動負債 2,405 

固定負債 19,535 

株式売却益 △12,126 

トライト株式会社 

株式の売却価額 
0 

トライト株式会社の 

現金及び現金同等物 
△116 

 差引：売却による支出 △116 

  ③ 株式会社ティーシーエム 

  流動資産 1,645百万円

固定資産 133 

流動負債 152 

固定負債 6,927 

株式売却益 △5,301 

株式会社ティーシーエム 

株式の売却価額 
0 

株式会社ティーシーエムの 

現金及び現金同等物 
△46 

 差引：売却による支出 △46 

  ④ 株式会社パスキー 

  流動資産 716百万円

固定資産 19 

流動負債 29 

固定負債 3,883 

株式売却益 △3,177 

株式会社パスキー 

株式の売却価額 
0 

株式会社パスキーの 

現金及び現金同等物 
△4 

 差引：売却による支出 △4 
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成

21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※２ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※２ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定        123,897百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△1,227 

現金及び現金同等物 122,669 

現金及び預金勘定 132,967百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△522 

現金及び現金同等物 132,444 

普通株式 238,685,568株 

普通株式 457,058株 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月18日 

取締役会 
普通株式 1,191 ５  平成21年３月31日  平成21年６月４日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 全セグメントの営業収益の合計、営業利益又は営業損失の金額の合計額に占める「金融事業」の割合が、いず

れも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

 対象物の種類が金利であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 (注) １．時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

区分 種類 

当第３四半期連結会計期間末 (平成21年12月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

 市場取引以外 

 の取引 

金利スワップ取引 

変動受取 

固定支払 

   

5,580 2,750 △22 △22 

金利キャップ取引 

 買建 198,800 148,800 9 △628 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

（注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金 

  額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 437円23銭 １株当たり純資産額       1,626円89銭 

 
当第３四半期連結会計期間末 

（平成21年12月31日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） 108,100  393,334 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
3,939        5,761 

（うち少数株主持分） (3,939) (5,761) 

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円） 
104,161 387,572 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた四半

期末（期末）の普通株式の数（株） 
 238,228,510             238,228,844 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     55円22銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
  45円51銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきま

しては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり四半期純損失金額 1,191円36銭 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
     9,222 △283,816 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ―  

普通株式に係る四半期純利益 

又は四半期純損失（△）（百万円） 
     9,222 △283,816  

普通株式の期中平均株式数（株） 167,019,138 238,228,747 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円） ―  ―  

普通株式増加数（株）           35,605,289 ―  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要 

― ― 
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（注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金 

  額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

該当事項はありません。 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     12円28銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
  10円12銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきま

しては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり四半期純損失金額 6円29銭 

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
      2,051  △1,498 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ―  

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（百万円） 
      2,051 △1,498 

普通株式の期中平均株式数（株）            167,019,021      238,228,595 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円） ―  ―  

普通株式増加数（株） 35,605,289 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要 

― ― 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書 

       

      平成21年２月４日

アイフル株式会社   

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 高橋 一浩  印   

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 西野 德一  印   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイフル株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アイフル株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書 

       

      平成22年２月５日

アイフル株式会社   

  取締役会 御中  

  有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山口  弘志  印   

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 長野  秀則  印   

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 西野 德一  印   

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイフル株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アイフル株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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